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前回評価後５年経過

〔 〕事 業 名 宮古港竜 神 崎地区防波堤整備事業 旅客船ターミナル一体整備事業
りゅうじんざき

所在地 （岩手県宮古市）（ ）

事 竜神崎地区防波堤を整備することにより、出崎地区に整備中の観光船発
業 着岸壁前面の静穏度が向上し、安全で安定した運航を行うことができるよ

。 、 、の うになる また 発着岸壁がある出崎埠頭では緑地の整備が行われており
、 、目 観光船が就航することの相乗効果により 魅力的な賑わい空間が創出され

的 地域の振興に資することとなる。

整 備 施 設 事 業 期 間

中心的施設 竜神崎地区防波堤 昭和６３年～平成２９年

関連施設 防波堤、護岸（防波） 昭和６３年～平成２２年
係留施設( 4.0 )、道路- m
ふ頭用地 緑地、

事
事業費 ２０５億円

（ 、 ）平成１７年度迄投資済事業費１０６億円 進捗率５２％
業

直轄 １６７億円
（ 、 ）平成１７年度迄投資済事業費９５億円 進捗率５７％

の
補助 ３８億円

（ 、 ）平成１７年度迄投資済事業費１１億円 進捗率２９％
概

要

【宮古港計画平面図】
便益として ①旅客船ターミナル等の整備による交流機会の増加

防波堤整備 計算する効果 ②滞船コストの削減
による ③港湾施設の被災回避
主な効果 定性的に ④船だまりの係留の安全性向上

把握する効果 ⑤津波被害軽減の効果 ⑥バリアフリーへの対応
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宮古港現況写真（平成16年2月現在）

宮古港計画平面図

今回評価対象

防波堤

今回評価対象

防波堤
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１．宮古港の概要

１）宮古港の概要
宮古港は、三陸沿岸の宮古湾に位置し、天然の良港として知られ、古くか

ら避難港、北海道への松前廻船の寄港地として利用されるとともに、沖合に
豊かな三陸漁場を持つ漁業基地として栄えてきた。
その後、窯業、鉱業、木材工業等が相次いで立地し、原材料等を取扱う港

として発展してきた。
現在、同港では、観光船の安全で安定した運航に加え、出崎地区における

魅力的な賑わい空間の創出を目的に竜神崎地区防波堤の整備を進めている。

宮古港位置図

出崎地区 藤原・神林地区
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２）宮古港整備の経緯
昭和２６年 重要港湾に指定
昭和６１年 港湾計画改訂（竜神崎地区防波堤計画）
昭和６３年 竜神崎防波堤事業着手
平成１２年 港湾計画改訂（竜神崎地区防波堤延長600m → 400m）
平成１２年 事業評価監視委員会審議
平成２９年 竜神崎地区防波堤完成予定

３）宮古港の役割
【港湾物流機能】
・背後地域の生産・消費活動に対応した物流機能

【レクリエーション機能】
・観光客や市民が海に親しむことのできる開放的な親水空間の提供

【臨海部防災拠点機能】
・大規模地震時の緊急物資輸送等の防災拠点

４）港湾取扱貨物量・観光客の現況
宮古港の平成16年の取扱貨物量は68万ｔで、外貿が43万ｔ、内貿が25万ｔと

なっており、品目別では原木が半分以上を占めている。
また、宮古港は風光明媚な陸中海岸国立公園に指定されている浄土ヶ浜観光

としても有名で、年間１００万人以上の観光客が訪れている。平成１５年１１
月には出崎地区に地域交流の拠点となる「広域総合交流促進施設」と「タラソ
テラピー施設」が備わった「シートピアなあど」がオープンし、平成１７年に
は「みなとオアシス」および「道の駅」に認定される等、観光の拠点としての
重要性が高まっている。

】【 】【外内出入別取扱貨物量(平成16年) 品目別貨物量(平成16年)

出典：岩手県港湾統計年報（平成16年）

【みなとオアシス、道の駅として認定された「シートピアなあど 】」
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２．事業の概要
１）事業の目的

・旅客船ターミナル等交流機会の増加
・閉伊川河口の小型船だまりの静穏度確保
・出崎地区小型船だまりの静穏度確保

２）施設別進捗状況
（主な対象事業）

・宮古港竜神崎地区防波堤
延長 ４００ｍ（整備済み２４０ｍ）

全体事業費：205億円(国167億円、県38億円)
投資済事業費：106億円(国 95億円、県11億円)
残 事 業 費： 99億円(国 72億円、県27億円)

３．費用対効果分析
１）事業の効果
①旅客船ターミナル等の整備による交流機会の増加
出崎地区に旅客船ターミナル及び緑地の整備にあわせ竜神崎地区防波堤が整

備されることにより、観光客の利便性が向上し、周辺施設と相まって、魅力的
、 。な賑わい空間が創出され 来訪者の交流機会が更に増加することが見込まれる

【浄土ヶ浜観光船の状況】 【出崎地区 完成イメージ図】

全体
事業費

投資済
事業費

（億円） （億円）

　 竜神崎防波堤 400 m 167 95

　 防波堤 80 m 8.7 6.3 73%

   護岸(防波) 100 m 7.5 1.5 20%

   係留施設(-4.0m) 160 m 7.4 3.1 42%

   道路 320 m 0.3 0 0%

　 ふ頭用地 1.4 ha 6.3 0 0%

   緑地 1.2 ha 7.6 0 0%

進捗率

57%

52%

H29H20H21 H22 H23H24H25 H26 H27H28H16H17 H18 H19S63 H1 ～ H15

国施設（S63～H29）

県施設（S63～H22)

対象施設 計画
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【浄土ヶ浜】 【出崎地区利用状況】

②滞船コストの削減
出崎地区の漁船陸揚げ施設では、充分な静穏度が満たされていないため、９

月～１０月の盛漁期には滞船が生じている。

③港湾施設の被災回避
宮古港の物流基地である藤原地区への入出港船舶の航行安全及び港内の静穏

度を図ることを目的として建設された藤原防波堤は、これまで、異常波浪時に
消波工、本体工のみならず、越波により背後の舗装にまで施設被害が生じてい
る。竜神崎防波堤を整備することにより、藤原地区へ来襲する高波が抑えられ
施設被害を回避することができる。

【藤原地区被災状況（H3.2 】 【藤原防波堤の越波（H17.1 】） ）

これらの便益計算については「港湾投資の評価に関する解説書2004(平成16
年10月)」に基づき計上する。

整備による主な効果

便益として計算する効果 ①旅客船ターミナル等の整備による交流機会の増加
（交流機会増加便益）
②滞船コストの削減（滞船コスト削減便益）
③港湾施設の被災回避（災害復旧コスト削減便益）

定性的に把握する効果 ④船だまりの係留の安全性向上
⑤津波被害軽減の効果
⑥バリアフリーへの対応
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２）審議経過
再評価実施後５年経過した再々評価である。

○前回評価との費用対効果比較
【前回評価時のＢ／Ｃ】 Ｂ／Ｃ＝１．８
【今回評価時のＢ／Ｃ】 Ｂ／Ｃ＝１．４

（前回評価からの費用対効果変更事項）
〈事業費の変更〉
・竜神崎地区防波堤の建設位置の地盤強度が当初想定よりも弱い事が判明
したため、防波堤構造の見直しにより事業費が増加した。
（前回評価事業費１４０億円、今回評価事業費１６７億円）

〈便益計算の変更〉
・交流機会の増加便益の計算方法として旅行費用法を用いており、前回の
解説書では消費者余剰額が定められていたが、解説書の改訂により、実際
の利用者状況を把握するためアンケート調査を行い、解析した結果による
消費者余剰額を用いた。
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３）便益計算
①旅客船ターミナル等の整備による交流機会の増加効果
浄土ヶ浜及び出崎地区を訪れる観光客に対しアンケートを実施し、旅行費用

法を用いて交流機会の増加に伴う便益を算出する。

アンケート調査

訪問者数の推計 一般化費用の算定

消費者余剰の算定

便益の算定

・アンケート調査
浄土ヶ浜地区、出崎地区の訪問客に対し、現在の訪問目的、訪問頻度、居住

地及び自宅からの交通手段に加え、出崎地区整備後の訪問頻度意向についての
アンケート調査を実施する。アンケート集計は、宿泊者、複数箇所訪問者、県
外客は事業の波及効果が及ぶとは考えにくいことから分析対象からは除外す
る。

　

　●「シートピアなあど」
　　　・平成15年11月に開設されたばかりの施設です。
　　　・広域総合交流促進施設には、レストラン、
　　　　地場産物物販施設、学習施設などがあります。
　　　・海洋療法により健康増進、健康回復等を図る
　　　  タラソテラピー施設があります。

　●レストハウス　：浄土ヶ浜の背後にあり
　　　　　　　　　　　　休息、飲食ができます。

　●県立水産科学館　：全国初の水産専門
　　　　　　　　　　　　　　　の科学館です。

 ●観光船発着場　：　浄土ヶ浜島めぐり等の航路が
　　　　　　　　　　　　　　あります。

　　　　　●ターミナル　：観光船の乗船券売場、待合所、
　　　　　　　　　　　　　　　飲食施設、土産物売場があります。

　●マリンハウス ： ボート乗り場 に
　　　　　　　　　　　   隣接しています。

　●浄土ヶ浜　：　宮古の代表的な景勝地です。
　　　　　　　　　　　「日本の水浴場88選」に選定されています。

浄土ヶ浜地区・出崎地区の状況

   浄土ヶ浜地区・出崎地区の状況

　【浄土ヶ浜地区】
　　陸中海岸国立公園における中心的な観光スポットで、年間100万人以上の観光客が訪れています。
　

●第２駐車場

●第１駐車場

●第３駐車場

 

●「出崎地区・観光船ふ頭及び緑地」（整備中）

　●自然歩道　：　海岸に沿って散策が
　　　　　　　　　　　できます。

浄 土 ヶ 浜 地 区

ふ頭用地　1.4ha（工事中）

緑地 1.2ha

　　【出崎地区】
　　・宮古魚市場があるほか、港の再開発によって「シートピアなあど」が整備されています。
　　・出崎地区では、地域の交流拠点、観光拠点の形成が目指されています。
　

●魚市場

出 崎 地 区

観光船
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・一般化費用（移動費用、移動時間費用）の算定
アンケート結果の訪問者居住地から出崎地区までのルートを設定し、その

交通費及び所要時間を一般化費用として算出する。

・訪問者数の推計
出崎地区整備後の訪問者数は、現在の訪問者数に整備による来訪回数の伸び

率を乗じて算出する。

整備前訪問者数：６７万人
整備後訪問者数：８３万人

・消費者余剰の算出
整備前後の一般化費用と訪問回数の差から１人当り消費者余剰を算出する。
一般化費用と訪問回数の関係は以下のとおりである。

・便益の算定
整備前後の訪問者数と消費者余剰を乗じ、その差額を便益として計上する。

交流機会増加便益＝(整備後訪問者数×整備後消費者余剰)－(整備前訪問者数×整備前消費者余剰)

◆

整備あり（元データより）

整備なし（元データより）
整備あり（訪問頻度関数より）

整備なし（訪問頻度関数より）

凡　例

●
●
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②滞船コスト削減の効果
防波堤未整備の状況では、出崎地区陸揚バースの静穏度不足から接岸・荷役

できず陸揚げ利用船舶の滞船（荷役待ち）が発生している。防波堤整備により
静穏度が向上し、滞船が解消する便益を計上する。

・出崎地区における漁船隻数及び出漁回数
滞船は、最盛期に発生するため最盛期（9月～10月）における出崎地区を利

用した漁船を対象とする。
最盛期における船舶隻数、出漁回数（H15実績）

盛漁期における
ﾄﾝ階級 隻 数 延べ出漁隻数

20未満 80 9月～10月の利用延
20～100未満 5 隻数
100～500未満 8 ＝4,045隻・回
合 計 93

最盛期における年間出漁回数＝最盛期出漁隻数÷最盛期における出崎地区漁船数
＝4,045÷93＝44回／2ヵ月

・各岸壁前面静穏度による陸揚可能バース延長
各陸揚バースは、防波堤未整備状況では静穏度不足のため、全陸揚バース延

長中のうち一定程度利用できないバースが発生する 防波堤整備後の静穏度97.。
5％を確保することで全陸揚バース延長が利用可能となるため、防波堤未整備
状況でのバース利用延長を次式により算定した。

（ ． ）各陸揚バース利用可能延長＝各陸揚バース延長×各陸揚バース静穏度／目標静穏度 ９７ ５％

滞船隻数の縮減効果
・便益の算定
陸揚げ待ちが解消される船舶の延べ時間から、人件費と燃料費の縮減額を算

出する。
陸揚可能バース延長：７７６ｍ（整備なし）→９７１ｍ（整備あり）

トン階級 滞船解消隻数(隻／年) 滞船解消時間(隻・時／年)
20 未満 ３９６ １，６０６t
20～100 ４４ ２６４t
100～500 ０ ０t

計 ４４０ １，８７０
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③港湾施設の被災回避の効果
防波堤整備により、藤原地区へ来襲する高波が設計波高以下に抑えられるた

め、防波堤等の災害を回避することができる。この回避できる災害復旧費用と
災害発生確率より便益を算出する。

・過去の被災時波高と設計波高の比較
、 。過去被災を与えた高波浪は 防波堤整備により設計波高以下に抑えられる

藤原防波堤前面波高
被災年 防波堤被災箇所

設計波高 整備なし 整備あり
1987年 藤原突堤(1) 等 ４．０ｍ ４．７ｍ ３．１ｍ
1991年 護岸（防波） ３．０ｍ ３．３ｍ １．４ｍ

・過去の災害復旧費用
過去の災害復旧費用

発生年 施 設 名 便 益
（災害復旧費用）

1987年 藤原突堤 27,514千円
藤原防波堤護岸 25,186千円
藤原防波堤 108,111千円

1991年 護岸（防波） 40,187千円
合 計 200,998千円

・災害発生確率
被災時波高の発生確率は、波浪統計から約４０年と算出した。

災害復旧コスト削減便益＝災害復旧費用×災害発生確率
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４）その他の事業効果
・船だまりの係留の安全性向上
防波堤が整備されることにより鍬ヶ崎地区等の船だまりの静穏度が確保さ

れ安全な係留が可能となる。

・津波被害軽減の効果
津波が来襲した場合に、竜神崎地区防波堤に加えて出崎地区防波堤が整備

されることにより出崎地区背後地域の浸水被害を軽減することが期待でき
る。

・バリアフリーへの対応
現在の浄土ヶ浜観光船発着場へは狭隘で急な階段を通っての移動を余儀な

くされている。防波堤整備により静穏度が向上し、観光船発着場が出崎地区
にシフトすることにより、浄土ヶ浜への観光船を高齢者や身障者が利用しや
すくなる。

【現状の観光船発着場につながる急な階段】
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５）コスト縮減への取り組み
防波堤施工箇所は、軟弱地盤のため地盤改良を必要としている。この様な地

盤条件においては、従来、軟弱地盤を掘削し防波堤箇所を良質材料に置き換え
る床掘置換工法を行っていたが、本防波堤ではグラベルコンパクションパイル
工法を採用し、基礎構造をスリム化が可能となった。
また、コンパクションパイル工法として、他にサンドコンパクション工法が

あるが、宮古港では砂よりも安価に入手可能で、且つ、強度に優れる砕石を採
用し、構造の安定と共にコスト縮減に取り組んでいる。

、 （ ） （ ） 、グラベルコンパクションパイル工法とは グラベル 砕石 をパイル 柱 状にたくさん打ち込み
地盤強度を向上させる工法です。

地盤改良工法の変更

◇採用工法

◇従来工法
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６）費用便益分析
事業着手時点から施設供用後５０年間までの費用及び便益について、それぞ

れ社会的割引率４％を用いて現在価値に換算し これらをもとに費用便益費 Ｃ、 （
ＢＲ）等を算出した。
●計算条件

プロジェクト分類 防波堤整備プロジェクト

港湾名、地区名 宮古港 竜神崎地区

防波堤名 防波堤

防波堤延長（うち整備済延長） ４００ｍ（２４０ｍ）

整備期間 １９８８～２０１７年

施設別事業費 中心的施設 防波堤 167.0億円（うち既投資済み95.4億円分）1988～2017年

既投資分、 関連施設 防波堤 8.7億円（うち既投資済み6.3億円分）1988～2009年

整備期間、 係留施設 14.9億円（うち既投資済み4.6億円分）1989～2009年

(現在価値化前） 緑地 7.7億円（うち既投資済み0.0億円分）2009～2010年

ふ頭用地 6.4億円（うち既投資済み0.0億円分）2009～2010年

道路 0.3億円（うち既投資済み0.0億円分）2009～2009年

205.0億円（うち既投資分106.3億円）プロジェクト全体

社会的割引率の基準年 ２００５年

社会的割引率 ４．０％

感度分析※ 需要 －１０％ ～ ＋１０％

建設費 －１０％ ～ ＋１０％

建設期間 －１０％ ～ ＋１０％

※感度分析のうち、建設費及び建設期間については残事業分に対する割合である。
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①事業全体の投資効果
感度分析結果

基 本 需 要 建設費 建設期間
10％ 10％ 10％ 10％ 10％ 10％ケース - + - + - +

298 268 327 298 298 310 286Ｂ便益(現在価値化後):
294 284 323 294 294 306 283交流機会増加便益［億円］
1.3 1.2 1.4 1.3 1.3 1.3 1.2滞船コスト削減便益［億円］
0.7 0.6 0.7 0.7 0.7 0.7 0.6災害復旧コスト削減便益［億円］
1.9 1.9 1.9 1.9 1.9 2.0 1.8残存価値［億円］
218 218 218 210 225 219 216Ｃ費用(現在価値化後):
214 214 214 207 222 216 213建設費用［億円］
3.2 3.2 3.2 3.0 3.4 3.3 3.1運営・維持費用［億円］

費用便益分析結果
1.4 1.2 1.5 1.4 1.3 1.4 1.3費用便益比(CBR)B/C
80 51 110 88 72 90 70純現在価値(NPV)B-C［億円］

5.3 4.9 5.7 5.4 5.2 5.5 5.1経済的内部収益率(EIRR)［％］

②残事業の投資効果
感度分析結果

基 本 需 要 建設費 建設期間
10％ 10％ 10％ 10％ 10％ 10％ケース - + - + - +

295 266 325 295 295 307 284Ｂ便益(現在価値化後):
294 264 323 294 294 306 283交流機会増加便益［億円］
0.3 0.3 0.4 0.3 0.3 0.3 0.3滞船コスト削減便益［億円］
0.02 0.02 0.03 0.02 0.02 0.03 0.02災害復旧コスト削減便益［億円］
1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1残存価値［億円］
78 78 78 70 86 80 77Ｃ費用(現在価値化後):
76 76 76 68 84 78 75建設費用［億円］

2.3 2.3 2.3 2.0 2.5 2.4 2.2運営・維持費用［億円］
費用便益分析結果

3.8 3.4 4.1 4.2 3.4 3.8 3.7費用便益比(CBR)B/C
217 188 246 225 209 227 207純現在価値(NPV)B-C［億円］
17.2 15.6 18.8 18.9 15.8 18.8 15.9経済的内部収益率(EIRR)［％］

注：各評価指標の定義等
○費用便益比（Cost Benefit Ratio）
→総費用（B）と総便益（C）の比（B/C 。投資した費用に対する便益の大きさを判断す）
る指標 （1.0以上であれば投資効率性が良いと判断）。

○純現在価値（Net Present Value）
→総便益（B）と総費用（C）の差（B-C 。事業の実施により得られる実質的な便益額を）
把握するための指標 （事業費が大きいほど大きくなる傾向がある。事業規模の違いに。
影響を受ける）

○経済的内部収益率（Economic Internal Rate of Return）
→投資額に対する収益性を表す指標。今回の設定した社会的割引率（4％）以上であれ
ば投資効率性が良いと判断 （収益率が高ければ高いほどその事業の効率は良い）。



- -30

４．地域関係者からの意見
宮古港竜神崎地区防波堤の整備促進について、以下の団体等から要望が出さ

れている。
○岩手県
○宮古市
○宮古市議会
○宮古商工会議所

５．対応方針（案 ：事業継続）
（理 由）
事業の投資効果が十分に認められるとともに、地域関係者からの要望も強

いこと、また、事業も順調に進捗していることから、事業継続として提案す
る。


